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グローバリゼイション下における会計の変容  
－税の distortion の会計に及ぼす影響－ 
Accounting in a Global Environment 
: The tax distortion impact on accounting practice 
 

















For tax management globalization of enterprise presents many challenges. It is apparent that the 
traditional task of establishing efficient taxation structures must be combined with the need to 
optimise cross-border business activities.     
In this case, there are several questions to be considered. These are: the relevant selection of the 
location, the function, including its location, and a change of structure if need be.  
Tax interpretations have to be change not only in quality but also in quantity. Furthermore, in 
development of taxation it is important to regard cross-border activities as the common case and 
national activities as a special case to a certain extent. 
 





















 現在、ドイツでは 2000 年税改革（steuerreform2000）のもとで、減税法（StSenkG）および企
業課税改革法が実施されている。この法律案は 2000 年 7月 6 日連邦衆議院つづいて同 7月 14 日同















・ 法人税率は 2001 年から一律 25％まで削減される（従前の留保利益と配当利益との二段階課
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の適用は 2002 年の課税年度からである。 
・ 個人株主の場合、従前と同様に税の支払いなしに一年間の最低保有期間が経過すれば株式を会
社に売却できる。この場合実質的な利害を有していないことが条件とされる。今回の改革でこ

































































































































































 これに対して、Service Center のある国の課税は最低限であるべきである。というのは税の高い
国が問題とされているからであり、場合によれば原価配賦法に頼ることになるかもしれないからで
ある。(22) 























































の租税上の利点にもとづき、ほとんど利用されていない cost sharing が指摘されるべきである。 
 ライセンスの許可との比較では源泉課税が高くないということである。さらに、cost sharing の
場合には、arm's length Grundsätzen（独立企業の原則） にもとづく決済価額の決定問題は生じな
い。 






























































































 連邦銀行は 1997 年 8 月の月報の中でつぎのことを認めている。すなわち、特別の租税上の特典
の大なる利用とその形成とが課税ベースの浸食を生ぜせしめていること、を。 





























末に“21 世紀の税（Steuern im 21.Jahrhundert）”というテーマで報告書を提出した。それは課税
に対する市場のグローバリゼイションの帰結と人口の拡大する高齢化について議論したものであっ
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た。 









































 以上、ドイツ 2000 年税改革の背景およびその方向を、Norbert Herzig／Globalisierung und 
Besteuerung を手掛かりとして概観した。 
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 租税管理に対する Herzig の見解である企業プロセスの最適化形成は上述した超国家企業が直面
する問題と考える。 





 税改革 2000 によりドイツは戦後の歴史の中で最も大掛かりな減税プログラムを実行している。納
税者はドイツ社会民主党政権により 1999 年以降適用される以下の税対策により年額 560 億ユーロ
の恒久的な減税が与えられる。すなわち、それは税改革 2000（Steuerreform2000）、減税法
1999/2000/2001(Steuerentlastungsgesetz 1999/2000/2001) 、 小 規 模 事 業 者 促 進 法
（Familienfoderungsgesetze）および年金改正法（Alter vermögensgestze)を含むその他の改正に
よってである。 





















 なお、本稿では Herzig が示した背景なり方向性が今回の税改革の中でいかに反映されているかと
いうことは残念ながら明らかにされていない。 
 それは Herzig の見解がここでは今回の税改革に至る背景そして方向を示す現象のひとつとして
提供されているに過ぎないからある。 
 ドイツの 2000 年税改革はその端緒についたばかりであり、そしてそれは大きな会計制度の改革の
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